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企業債残高（億円）

水道事業経営の状況と今後の見通し 

収益的収支（３条予算） 

73.4億円 62.6億円 21.4億円 43.8億円 

（-1.7%） 

●平成29年度の業務予定量につきましては、過去の実績などをもとに以下のとおり見込みます。 

１．趣旨・概要 

●収益的収支では、10.8億円の黒字の見込みです。 
●資本的収支では、22.4億円の不足額が生じる見込みのため、損益勘定留保資金等から補填する予定です。 
●平成29年4月から2段階目となる料金値上げ（平均4.5%相当分）を実施するため、水道料金収入の増加を 
 見込んでいます。 
●建設改良費の増加に伴い、企業債借入額の大幅な増加を予定しています。 

２．収支の見込み 

（税込） 

（+16.6%） 

●二大事業（下記①､②）をはじめとした施設整備により、災害に負けない強靭な水道を目指します。 
●行政区域の境界にとらわれず、広域連携を推進し効率的な事業運営に努めます。 

３．平成29年度予算における特徴的な取組み   

①片山浄水所 水処理施設更新 

②片山浄水所･泉浄水所連絡管布設 

③広域連携 

④危機管理対策 

⑤まちの固定費（管路更新） 

●平成29年度は収益的収支においては10.8億円の黒字を見込んでいますが、建設改良費の増額に伴う不足額の増加に 
 より、補填財源である運転資金は減少し、企業債残高は増加し続ける見通しです。 
●当初の計画では、平成32年度時点で基幹管路の耐震化率50%超えを目標としていましたが、平成27年12月議会で 
 料金改定率を原案の17.7％から10.0％へ下方修正したことにより、達成が困難となりました。 
●老朽化した管路が多い（経年化管路率:全国ワースト２位）ため、今後、老朽管の漏水事故の多発なども懸念され 
 まちの品格を保てなくなることから、経年管更新のペースアップを図るための財源確保策の検討を進めます。 

④管路更新ペース 

②企業債残高 

（税込） 

資本的収支（４条予算） 

④給水人口 ： 371,700人 

⑤給水戸数 ： 170,600戸  

(+1.9%） 

(+2.8%） 
※（）内の数値は前年度比を表します。 

※（）内の数値は前年度比を表します。 

【H29予算額】6.1億円【総事業費】38.3億円【工期】平成33年3月まで（2年目）         

【H29予算額】5.1億円【総事業費】58.5億円【工期】平成33年3月まで（2年目）         

【H29予算額】 86万円      ※共同ﾎﾟﾝﾌﾟ施設建設のための準備工事の本市負担額             

【H29予算額】918万円   ※組立式給水タンク12台、給水袋10,000袋ほか         

【H29予算額】 9.9億円   ※過年度工事の路面復旧費用5.3億円を含む       

片山浄水所から泉区域に 
自然流下で配水できる 

蓮間配水場の廃止により、 
約16億円の効率化を図る 

東日本や熊本での教訓を 
活かし、南海トラフ地震等 
の災害に備える 

吹田更新基準に基づき、 
経年管を順次取替える 

配水管の移設、場内の造成など         H29     

H29     ｱｻﾋﾋﾞｰﾙ庭園にシールド基地を建設         

H29     豊中、箕面との共同ﾎﾟﾝﾌﾟ施設整備         

H29     組立式給水タンクの購入･配備など         

H29     経年管約５kmの更新         

①運転資金 

③基幹管路の耐震化率 

財源不足でペースダウン 

当初計画目標50％（2020年時点） 

0 

適切な更新ペースは8km/年 

管路整備事業 
 24.6億円  (+16.8%) 

浄配水施設改良事業 
   6.2億円(+105.4%) 
                         ほか 

 
 

2015     2016     2017     2018     2019     2020  

2015       2016      2017      2018       2019      2020  2015      2016     2017      2018      2019      2020  

４．平成29年度予算の執行を踏まえた今後の見通し   

2015     2016    2017     2018     2019     2020  

留保資金 

補填 

⇒経営戦略に位置付ける新たな基本計画の策定にあたり、これまでの財政状況を精査し、今後10年間を見据えた 
 財政シミュレーションを実施した結果、5年間(2019年～2023年)で約166億円の不足額が発生することが 
 分かりました。       ※本資料に記載の推計値等は、今後の精緻化の中で若干変動する可能性があります。 

(+0.9%） 

(+0.8%） 

(+0.8%）  

老朽化した施設を更新し、 
災害時でも浄水処理できる
ように強靭化を図る 

２．【外部環境】 有収水量・給水収益・運転資金の減少 
①本市の人口は増加傾向ですが、有収水量は平成3年度(1991年度)をピークに減少傾向にあります。 
②逓増料金制のもとで少量使用化(節水、地下水利用への転換）が進んでおり、有収水量の減少とともに 
 供給単価(売り値)が低下しています。 

３．経営戦略の策定に向けた財政シミュレーション 

②今後も健全な水道事業経営を持続するため、２つの考え方とルール（財政規律）を設定します。 
 １点目として、水道事業経営の持続性向上のために必要な運転資金の確保を目指します。 
 ２点目として、将来世代に過度な負担を残さないよう、借入額の適正化を図ります。 
③【ルール１】2028年度における「運転資金残高」について、目標額を25億円と考えます。 
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(仮称）新すいすいビジョン計画期間 
給水収益・運転資金（現行料金） 
億円 
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原価割れ 
➢全件数の９０％以上 
➢有収水量の約７０％ 

有
収
水
量 

－１７％ 

水需要減少 

段階別 有収水量 

万㎥ 

◗地下水転換 
◗節水 

【ルール２】 企業債借入額の適正化 

【ルール１】 運転資金の確保 
(仮称）新すいすいビジョン計画期間 

11% 程度改定 

億円 

目標 20億円 
目標 25億円 

④【ルール２】「企業債残高対給水収益比率」を350%程度までにとどめます。2024年度以降、企業債借入額を 
 償還額と同程度の７億円にとどめます。なお、企業債残高対給水収益比率の類似団体の平均値は約270%です。 

 運転資金残高目標25億円＝事業経営上の最低限必要な金額15億円（1か月の最大支払額 

 ＋翌年度の企業債償還金）＋災害時等に収入が途絶える期間の備え10億円（2ヶ月×5億円/月） 

25億円 

 目 標 

運転資金残高 ＝ 
事業経営上の最低限必要な金額 災害時に収入が途絶える期間の備え 

15億円 ＋ 10億円 
（1か月の最大支払額＋翌年度の企業債償還金） （2か月分:阪神淡路大震災での事例×5億円/月） 

(仮称）新すいすいビジョン計画期間 

企業債残高 対 給水収益比率 (左軸) 

企業債借入額(右軸) 

％ 

目標 350%程度までにとどめる 

③給水収益は今後も減少するものと見込んでいます。 

要 

因 

◗逓増料金制 
◗節水 
◗世帯人員の減少 

要 

因 

１／２ ページ 

５年間の収支（2019年度~2023年度） 

350％ 
程度まで 

 目 標 
企業債残高対  
給水収益比率 

企業債残高対給水収益比率に性質が近い「将来負担比率」の数値基準を参考にします。 

地方公共団体（市町村の一般会計）では、この指標が350%を超えると早期健全化団体

に転落します。 

給
水
収
益 

給水収益 の見通し 

料金算定期間（5年間） 

(仮称）新すいすいビジョン計画期間 
億円 

①後述の２つのルールをもとに財政シミュレーションを行った結果、次のとおり料金改定が必要と考えます。 

給
水
収
益 

企
業
債
残
高 

対 

給
水
収
益
比
率 

企
業
債
借
入
額 ◗企業債借入額を７億円にする 

７億円 

運
転
資
金
残
高 

億円 

合計 約551億円（110億円/年）

水道料金 約284億円

維持管理費
約232億円

建設改良費 約218億円

その他
約62億円収入

支出

企業債返済等 約31億円

（約33億円/年）

その他
約70億円

約385億円（77億円/年）
（税抜き）

資金不足 約166億円

加入金等 約39億円

5.5% 
4.5% 

収益減少の２大要素 

「災害に強く健全な水道の構築を目指し、基幹施設の耐震化と老朽化が進む 

 施設･管路の更新を加速させる」ために、財源の確保が必要です。 

運
転
資
金
残
高 

億円 

給水収益(左軸) 

運転資金残高(右軸) 

水道事業経営審議会 第12次第1回 
平成30年10月19日 水道部企画室 

将来世代の負担を考慮し 
さらなる検討が必要 

11% 程度 
改定 

※改定には市議会の議決が必要です。 

資料５ 



４．【内部環境】 施設整備計画と概算事業費 
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13.6% 
値上 

料金算定期間（5年間） 

(仮称）新すいすいビジョン計画期間 

10.8% 
値上 

億円 

①施設整備計画の作成にあたっては、現場の声を活かすために中堅･若手職員を含めたプロジェクトチームを 
 編成し、平成28年度から２年間かけて計18回のPT会議のほか、WG会議、水道部研修、部内調整会議等で 
 周知･意見集約のうえ検討を進め以下のとおりとりまとめました。 
 

浄配水施設整備事業 

基幹管路整備事業 

配水支管整備事業 

 経年管更新 

 配水支管新設 

≪整備の内容･方向性≫ 

 ➢泉浄水所のフェードアウトに向けた整備を推進 

    （安定給水を確保できる最小限の設備更新など） 

 ➢地下水の増強（片山場外の深井戸新設、処理能力の増強） 

 ➢その他、環境対策、津雲場内配管耐震化、蓮間-柿ノ木統廃合など 

≪主な事業≫ 

 （１）片山浄水所水処理施設更新工事（1期工事） 

 （２）片山浄水所場内整備工事（2期工事） 

≪整備の内容･方向性≫ 

 ➢年間２ｋｍ程度の耐震化を進める。 

≪主な事業≫ 

 （３）片山浄水所泉浄水所連絡管布設工事  

 （４）南千里分岐片山浄水所送水管布設工事 

≪整備の内容･方向性≫ 

 （５）年間８ｋｍの更新を着実に進める。 

⇒ 浄水所、配水場等の改良等 

⇒ 水道管の更新･耐震化など 

⇒ 基幹管路の耐震化 

⇒ 配水支管の更新･耐震化 

⇒ 経年管の取替 

⇒ 水道管未整備路線への新設 

施設整備計画 （第３次上水道施設等整備事業） 

管路整備事業 

②施設整備と財政の両面について、これまでと今後の考え方や効果･影響は以下のとおりです。維持管理の時代から 
 大量更新の時代に突入し、「吹田市水道施設マスタープラン(H25.3)」に基づく効率的な施設整備とともに料金 
 水準の適正化を図ってきました。今後も将来にわたって安全な水道水を絶え間なく供給できるよう、老朽化した 
 施設を強靭な施設へ更新するとともに、持続可能な事業経営を目指します。 

安価な 
料金の 
維持 

料金水準の 
適正化 

「経営戦略」の策定 
（適正料金のルール化） 

将来世代を見据えた 
持続可能な経営 

維持管理 
主体の整備 

1997 
（H9） 

2016
（H28） 

2019
（H31） 

2024
（H36） 

施設整備面 

財政面 
 

片山地下水の 

施設更新・増強 

泉区域の 

バックアップ 

泉区域の安定的なバックアップ可能人口 

2.6万人／ 7.4万人 

10,000 m3/日 
12,750 m3/日 

17,000 m3/日 地下水の処理能力(複数水源の確保) 

基幹管路の 

耐震化 

配水池浄水確保人口 
（送水管の耐震化） 

2020 2019 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 
(H31) (H32) (H33) (H34) (H35) (H36) (H37) (H38) (H39) (H40) 

着
手 

再構築事業 
（２大工事） 

実施を一部断念 

加
速 
・更新を年間5kmから8kmにペースアップ 
・見送った計画路線を含め効果的に強靭化 

・経年管更新 
・基幹管路耐震化 

施設･管路の強靭化、安心安全のレベルアップ 

・片山浄水所場内整備、構外井戸設置 
・南千里片山送水管整備工事など 

継
続 

2028
（H40） 

安 全 

強 靭 

持 続 

施設整備計画の概要 

基幹管路の耐震化率 

現在 

21.2% 
39.1% 

42.8% 

57.6% 
53.6% 

経年管の 

更新 

23.1% 
37.5% 

39.9% 39.4% 
37.5% 

経年化管路率（法定耐用年数40年超え管路の割合） 

116 億円 

110 億円 

134 億円 

9 億円 

369 億円 

工 程 表 

4.3万人／7.4万人 

7.4万人 ／7.4万人 

（H32） 

（H32） 

（H40） 

（H40） 

（H32） 

37万人／37万人 

（H40） 

（H30） 

（H19） 

（H19） 

（H33） 
（H34） 

25.5万人／37万人 

24.7万人／37万人 

23.5万人／37万人 

7.6万人／37万人 

2010
（H22） 

耐震化 
・ 

更新 
 
 

本格的に 
着手 

検討 

（41.4%） 

（43.8%） 

(仮称）新すいすいビジョン計画期間 施設整備と財政の考え方と効果･影響 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028

(仮称）新すいすいビジョン計画期間 

（１）（３）２大工事 
建
設
改
良
工
事
費
等
（
税
込
） 

億円 

工事費の推移 

 経年管更新 

基幹管路整備 

浄配水施設 

【凡例】 

（４）南千里片山送水管整備 

（５）経年管更新（８km/年） 

（２）片山浄水所２期工事 

134 億円 

110 億円 

116 億円 

 支管新設 

9 億円 

総事業費 
369億円 

16 15 17 
23 

18 

31 
36 

53 

70 

35 
30 

34 34 
30 

27 27 
31 

水道事業経営の状況と今後の見通し ２／２ ページ 
水道事業経営審議会 第12次第1回 
平成30年10月19日 水道部企画室 
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